
「児童生徒の姿や地域の現状に関する調査や各種データ等に基づき、教育課程を編成し、実施し、評価し
て改善を図る一連のＰＤＣＡサイクルを確立していますか」（学校質問紙）

◆の改善の方向性に関する事例を紹介しています。 P21〜P23

○ 検証改善サイクルに関する学校の取組状況については、多くの項目で全国よりも高い状況が見られます。
・「児童生徒の姿や地域の現状に関する調査や各種データ等に基づき、教育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る
一連のＰＤＣＡサイクルを確立している」と回答した学校は、教科の平均正答率が高い傾向が見られます。

・「（前年度）全国学力・学習状況調査の自校の分析結果について、調査対象学年・教科だけではなく、学校全体で教育
活動を改善するために活用した」と回答した学校は、教科の平均正答率が高い傾向が見られます。

● 検証改善サイクルの確立に関する項目において、「よく行った」と回答した学校においても、教科の平均正答率が、全
国より下回っている傾向が見られます。
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〔分析〕

「（前年度）全国学力・学習状況調査の自校の分析結果について、調査対象学年・教科だけではなく、学
校全体で教育活動を改善するために活用しましたか」（学校質問紙）

34.3 

59.3 

61.8 

38.9 

3.7 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30全国

H30北海道

よく行った 行った ほとんど行っていない

42.7 

64.0 

54.9 

34.1 

2.3 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30全国

H30北海道

よく行った 行った ほとんど行っていない

〔改善の方向性〕

３ 検証改善サイクルの確立

〔学校質問紙と学力のクロス分析〕
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〔学校質問紙と学力のクロス分析〕

小学校 中学校

中学校

◆ 校⻑のリーダーシップのもと全教職員が⼀体となった取組を進める際は、管内の「学
校力向上に関する総合実践事業」指定校が「学校マネジメント」「人材育成」「教育課
程・指導方法等」「地域・家庭との連携」の観点から、学校改善に取り組んでいる成果
をもとに、自校の実情に応じた取組を進めることが大切です。

◆ 特に、検証改善サイクルの確立に当たっては、全国学力・学習状況調査の調査
結果をはじめとする各種調査の結果の分析や学校評価と連動した検証改善サイク
ルを確立することが大切です。
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〔成果と課題〕
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１ 成果指標の設定
ＳＭＡＲＴの考え方に基づき、検証可能な成果指標を設定します。

２ 検証改善サイクル

３ 検証結果の共有
成果指標に対する検証結果を、グラフや表にまとめ、可視化することにより、全ての教職員が取組の達成状

況や児童の変容を具体的に把握しています。

検証可能な成果指標（数値目標）を設定し、検証結果を全教職員で共有してい
ます。

短期サイクルの組み合わせによる検証改善サイクルの確立

〔 年間の検証改善サイクル 〕

年間２回の検証改善サイクルを組み合わせることで、学力向上に向けた学校の課
題をきめ細かく把握し改善に結び付けています。

確かな学力の定着 豊かな心を育む
成果指標１−① 成果指標１−② 成果指標２−①

目標 標準スコア50ポイント
以上

学年×10分以上の
達成率60％以上

学校評価【挨拶】
Ａ・Ｂ合算80％以上

方法
時期

標準学力調査

（平成29年度12月）

家庭学習状況調査

（平成29年度12月）

学校評価〜教職員、
保護者及び子ども

（平成29年度７月・12月）

平成29年度新体力テスト
全学年の結果

（平成29年度７月）

ＳＭＡＲＴ
Ｓpecific ：具体性
Ｍeasurable：測定可能性
Ａchievable：達成可能性
Ｒeasonable：合理性
Ｔime-bound：期限の有無

Ｃ−評価 7・12月 Ａ−改善 8・1月 Ｐ−計画 2〜4月 Ｄ−実⾏ 4〜3月

４月 Ｃ
↓
Ａ
↓
Ｐ
↓
Ｄ
↓

学校経営方針提示（確認）、教育活動説明会（教職員向け）、新年度会議・学校経営説明会（保護者向け）

５月 全国学力・学習状況調査の自校採点及び分析、第１回学級経営交流会
６月 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の実施
７月 学校評価①、保護者アンケート、授業アンケート①（児童）、生活リズムチェックシート
８月 全国学力・学習状況調査結果分析、学校評価①の分析・公表、第２回学級経営交流会
９月 調査結果をもとに授業改善の具体を策定
10月

Ｃ
↓
Ａ
↓
Ｐ
↓
Ｄ
↓

学校改善プラン策定
11月 学校改善プランによる具体的取組の推進
12月 学校評価②、保護者アンケート、授業アンケート②（児童）、生活リズムチェックシート

体力向上プラン策定
１月 学校評価②の分析・公表、改善策確認・実施、第２回学級経営交流会
２月 授業アンケート③（児童）、年度末反省、新年度計画
３月 学校経営方針提示、新年度教育課程編成・学校関係者評価（学校評議員・ＰＴＡ役員）

前
期
サ
イ
ク
ル

後
期
サ
イ
ク
ル

○ 前期は、７月末に全国学力・学習状況調査の調査結果が明らかになったため、９月には、授業改善の
具体的な方策を明らかにし、２学期以降の教育指導に生かしています。

○ 後期は、前期の成果・課題を踏まえた学校改善プランをもとに改善に取り組んでいます。
○ 前・後期ともに学校評価、授業アンケート（児童）による検証を位置付けることで、きめ細かな課題
把握と改善が可能になっています。

○ 検証結果をもとに取組状況や児童の変容を振り返ることにより、次年度の成果指標の設定の際に、
目標の妥当性について確かめることができ、持続的な検証改善サイクルを確立しています。

○ 効果的な検証改善サイクルの確立のためには、全国学力・学習状況調査の調査結果の分析を位置
付け、各種調査結果との関連を図り、学力向上の取組の成果と課題を把握し、次の改善に結び付け
ることが大切です。

検証改善サイクルの確立に向けた成果指標の設定
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・分析ツールの活用等、学校全体で課題解決に取り組んでいることから、日常の
授業改善に直結する具体的な手立てを明確にすることにより、一層の改善が期待
できる。

チャレンジテストを活用したＰＤＣＡサイクルの確立

チャレンジテストを活用して指導計画を改善し、授業改善に役立てています。

分析ツールを活用して課題を明らかにし、授業改善の方策を決定しています。

〔ＰＤＣＡサイクルによるチャレンジテストの活用〕

実 施

採 点
集 計
分 析

授業改善

課題に基づい
た指導計画の
改善

○ チャレンジテストの採点基準を確認し、各学年の所属教員で分担
し採点する。

○ 平均正答率が80％未満の設問の状況を分析し、課題と改善策、今
後の取組を明確にする。

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ａ

〔分 析〕学校（教員）は「授業では自分で考え自分から取り組むことができている」と受け止めて
いたが、生徒の約半数が「当てはまらない」「どちらかといえば、当てはまらない」と回答
しており、教員と生徒の意識に大きな乖離が見られる。

〔改善策〕授業の冒頭に示す「めあて」では、生徒の意欲を高め、課題解決の見通しをもたせる「め
あて」へと改善する。また、学習過程では自力解決と考えを交流し合う時間を確保する。

○ 課題に応じた授業改善を進める。
・国語、算数では、課題別問題（過去のサポート問題を含む）を授
業で活用する。

・全教科で文章で記述したり説明したりする学習を指導計画に位置
付ける。

・全教科で複数の情報を組み合わせて考える場面を授業に位置付け
る。

・授業以外として、家庭学習や朝学習に活用する。

北海道版分析ツールを効果的に活用した授業改善

○ 授業改善の成果を明らかにし、課題や改善点を次の指導計画に生
かす。

児童の課題の把握や効果的な課題解決の取組に、学期末・学年末問題とともに、
サポート問題・⻑期休業版を活用し、教育課程の改善に結び付けています。

本校は、「そのとおりだと思う」を選択しまし
た。

生徒は授業では課題の解決に向けて、自分から取り
組むことができていると思いますか。

比較全道

全国

分析結果の考察と改善方策

〔 北海道版分析ツールの活用 〕
○ 教科に関する調査結果と生徒質問紙の回答結果を関連付けて分析することにより、課題や改善策を具
体的に把握することができ、実効ある改善策を全教職員で共有することができます。

○「正答数の少ない層」に含まれる生徒の割合など、全国との比較などにより明らかになった自校の課題
を授業改善の重点事項に位置付けることができます。

学校

本校

生徒
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指導力の向上を図る校内研修

○ 「若手教員の割合が増えてきた」「中堅教員層が少ない」などの自校の状況に応じた研修を実施できるよ
う、校⻑のリーダーシップのもと研修担当リーダーが、校内研修の年間計画を整備しています。

○ 教科だけではなく、学習指導の基盤となる学級経営や毛筆の指導などの実技研修を組み合わせるなど、教
員の研修意欲を高める工夫をしています。

教員⼀人⼀人の指導力向上に向け、複数の教員研修を組み合わせることで、効果的
に校内研修を⾏っています。

【研修の種類】

学校・家庭・地域が全国学力・学習状況調査の結果を共有し、子どもの学びの連
続性を意識した取組を進めています。

〔園小中高⼀貫教育推進協議会を設置〕
● 教育委員会が主体となり「推進協議会」を設置し、子どもの学びの連続性を意識した授業、家庭
学習、地域での体験学習などの在り方について、学校、家庭、地域が一体となって協議する。

学校・家庭・地域が⼀体となった検証改善サイクルの確立

〔前年度〕
「子どもの学びの
連続性」を意識し
た学習の在り方を
まとめ、学校・家
庭・地域で１年間
実践した。

〔本年度〕
８月

全国学力・学習状
況調査の調査結果
〔質問紙調査〕を
分析した。

小・中学校

〔本年度〕
９月

〔質問紙調査〕の分
析結果をもとに、
・授業改善
・家庭学習
・地域の体験学習
の成果と課題を協議
した。

協議会

〔本年度〕
11月

授業改善の具体と
して授業公開し、
子どもの学びの連
続性について協議
した。

園・学校

〔本年度〕
１月

子どもの学びの連
続性について、学
校、家庭、地域が
熟議し、次年度の
取組の方向性を提
示し実践へつなげ
た。

協議会協議会

D C A PA

○ メンター（ブラッシュアップ）研修
・若手教員を２チームに構成し、研修内容（計画）を、
チーム内で協議し決定する。また、中堅教員を対象とし
たミドルリーダー研修も実施する。

○ 全体研修
・教科の他、教育課題に応じたテーマ（外国語研修等）を
設定する。

・年３回検証授業と年１回公開授業の参観・研究協議を実
施する。

○ ブロック研修
・低・中・高学年で構成し、全国学力・学習状況調査の調
査結果を踏まえ、模擬授業等を実施する。

○ 就学前の様子や、⼩学校から高校までの子どもの成⻑の様子を「学びの連続性」として捉えること
で、地域が一体となって子どもを育てようとする機運を高め、継続的な取組にしています。

○ 質問紙調査では、子どもの学習意欲や生活習慣はもとより、地域社会との関わり、将来への希望な
ども含めた調査の分析結果を取り⼊れることで、学校・家庭・地域が子どもの成⻑について熟議でき
るよう工夫しています。
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